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研究要旨 

食塩の過剰摂取は、循環器疾患や慢性腎臓病のリスクを増加させる。本研究は、日本におけ

る食品企業による減塩の取組および減塩食品の利用者の増加による食塩摂取量の減少がもたら

す公衆衛生学的および医療経済学的な効果を明らかにすることを目的とした。減塩の介入によ

る平均食塩摂取量、食塩関連の疾患の有病率、医療費・介護費の変化を、システム・ダイナミ

クスモデルによる 2040 年までのシミュレーションにより評価した。その結果、減塩食品の利用

者を増加させるシナリオに比べて、政策的に強制的な食品の改質や自発的な食品の改質を促進

するシナリオにおいて、循環器疾患および慢性腎臓病に罹患する人数の減少ならびに医療費お

よび介護費の削減が大きいことが見込まれた。特に強制的な食品の改質といった戦略を実行し

て食塩摂取量を減少させることは、大きな公衆衛生的効果および医療経済学的効果を生む可能

性が示された。 

 

Ａ．目的 

減塩の介入に関して我が国でもシミュレ

ーションモデルにより医療経済学的評価が

行われてきたが[1,2]、米国疾病予防管理セ

ンター（the Centers for Disease Control 

and Prevention: CDC）の The Prevention 

Impacts Simulation Model（PRISM）[3]のよ

うに、包括的なモデルをもとに自治体で利

用可能なシミュレーションモデルを作成し、

一般にウェブサイトで公開するには至って

いない。本研究は、シミュレーション手法と

して PRISM と同様にシステム・ダイナミク

ス（system dynamics: SD）を採用し、主に

循環器系の慢性疾患を対象に医療経済学的

評価が可能な包括的なモデルを作成するこ

とを目的とした。 

SD は米国マサチューセッツ工科大学（MIT）

のジェイ・フォレスター教授によって 1950

年代に創始された。SD は時間の経過ととも

に変化するシステムの成長と平衡の相互作

用を、コンピュータを使ってシミュレーシ

ョンするための技法である。SD には主に二

つのアプローチがあり、一つは「システム思

考」で全体としてのシステムの構造、システ

ム内の要素間の相互作用を分析するために

用いるもの、もう一つは「モデリング＆シミ

ュレーション」で定量モデルを構築し、時系

列でのシステムの挙動を分析するものであ

る。具体的には、因果ループ図やストック・

フロー図を用いて、システム内の相互依存

性やフィードバック構造をモデルとして再

現する。因果ループ図は、システムを構成す

る主要な変数を同定し、特定の変数が他の

変数にどのように影響を与えるかを分析す

ることで、システムの内部に存在するフィ

ードバック構造を明らかする。ストック・フ

ロー図は、システム内部のストック（蓄積）

とフロー（流入・流出）の構造を図式化する

ためのツールである[4]。 

 

Ｂ．研究方法 

１．モデルの構造 

 モデルは日本の40歳以上の総人口を対象

とした。 

 モデル全体を大きく 4 つのモデルで構成

し（図 1）、それぞれ食塩摂取量モデル（salt 

intake model）、慢性疾患モデル（disease 

model）、医療費・介護費モデル（expenditure 

model）、減塩介入モデル（salt intake 

reduction intervention model）と名付け
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た。 

 食塩摂取量モデルを起点に説明すると、

各モデルは以下のような関係にある。 

平均食塩摂取量（average dietary salt 

intake）は後述する減塩介入モデルにある

「 日 本 人 に お け る 減 塩 食 品 の 利 用

（population’s low-salt diet adoption）」

により低下が促進される。次に平均食塩摂

取量は慢性疾患モデルにある高血圧および

循環器疾患（CVD）と慢性腎臓病（CKD）の罹

患のリスクとなる。さらに、CVD と CKD の治

療が行われることによって、医療費・介護費

モデルの費用が変化する。この費用の変化

が公衆衛生的な介入となって、減塩介入モ

デルにある減塩食品への改質が促進され、

減塩食品の利用者数が増加する。 

 各モデルは以下のような構造とした。 

①食塩摂取量モデル（図 2） 

 平均食塩摂取量（average dietary salt 

intake）をストックとして、そこへのフロー

が一つのモデルとした。食塩摂取量の目値

を 8g/日とし、平均食塩摂取量がそれを上回

れば差が負となるように計算式を設定した。

後述する減塩食品の利用者数や、平均食塩

摂取量について一般に認識されている値

（perceived average salt intake）と実際

に調査で得られた値の比も平均食塩摂取量

の変化の計算に組み入れた。平均食塩摂取

量の初期値は 10.4g/日とした。 

②慢性疾患モデル（図 3） 

 高血圧、CVD、CKD のそれぞれについてス

トック・フロー図を作成し、各罹患のフロー

を有病者のストックに流入させた。各スト

ックからは回復者および死亡者のフローを

流出させた。非 CVD 者のストックには全人

口のうち40歳を迎えた者が流入するように

した。さらに、これら 3 つのストック・フロ

ー図について、高血圧有病者の中からCVDと

CKD の発症があり、また CVD 有病者の中から

CKD の発症があるように変数間を連結した。 

③医療費・介護費モデル（図 4） 

 医療費、介護費、国内総生産（gross 

domestic product: GDP）のそれぞれについ

てストック・フロー図を作成し、CVD や CKD

の有病者に対する医療および介護の費用が

それぞれのストックに流入するようにした。

GDP については、医療ではなく減塩介入のよ

うな公衆衛生に投入される予算の計算に用

いた。 

④減塩介入モデル（図 5） 

減塩食品の利用者と減塩食品への改質につ

いてそれぞれストック・フロー図を作成し、

先行文献[5]や一般的な拡散モデルを参考

に、ヘルスプロモーション等による減塩の

必要性の自覚が減塩食品の利用を促進し、

減塩食品の利用者数の増加および政策の介

入が減塩食品への改質を促進するよう各ス

トック・フロー図を連結した。 

 

２．モデルの検証 

2012 年以降の統計値（表 1）をもとにモデ

ルの最適化を行い、2040 年までのシミュレ

ーションを0.0625年の時間ステップで行っ

た。このモデルの最適化により、減塩介入モ

デルにおける企業の減塩食品への改質につ

いて、その割合の初期値は 3％と算出された。

また、減塩食品の利用者の割合について、そ

の初期値は 4％と算出された。 

モデルの作成とシミュレーションには

Vensim DSS 10.1.1 を用いた。 

 

表 1 主な変数に関するパラメーター値 

パラメーター 初期値 文献 

総人口（千人） 127,515 6 

CVD 有病者数（人） 14,901,257 7 

CKD 有病者数（人） 57,980,571 7 

減塩の必要性を自覚

している者の数 

94,998,675 8 

医療費（億円） 392.117 9 

介護費（億円） 8,641,640 10 

GDP（億円） 4,994,239 11 

 

３．シナリオの設定 

①基本シナリオ 

 モデルに設定した、企業における減塩食

品への改質と減塩食品の利用者の割合の初

期値、それぞれ 3％と 4％が維持されると仮

定した。 

②シナリオ 1 

企業における減塩食品への改質と減塩食

品の利用者の割合を、基本シナリオ以前の

状態を想定して、いずれも 0％が維持される

と仮定した。 

③シナリオ 2 

企業における減塩食品への改質を自発的

なものと想定して、その割合が 2012 年から

2040 年にかけて 3％から 15％まで増加する

ものとした。 

④シナリオ 3 

企業における減塩食品への改質を強制的

なものと想定して、その割合が 2012 年から

2040 年にかけて 3％から 20％まで増加する

ものとした。 

⑤シナリオ 4 
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減塩食品の利用者の割合が 2012 年から

2040 年にかけて 4％から 14％まで増加する

ものとした。 

（倫理的配慮） 

本研究は文献等の公表資料を用いて行っ

たもので個人情報は取り扱わなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

主な変数のシナリオ別シミュレーション

結果を図 6に示す。 

平均食塩摂取量（salt intake）、高血圧有

病者数（HTN）、CVD 有病者数、CKD 有病者数、

医療費（medical care expenditure: MCE）、

介護費（long-term care expenditure: LTCE）

のいずれにおいても、シナリオ 1 が最も高

い値を、基本シナリオ（base case）が 2 番

目に高い値を示した。 

シナリオ 2 の自発的な食品の改質では、

CVD と CKD に罹患する人数がそれぞれ 1290

万人と 3950 万人、また医療費と介護費がそ

れぞれ 36 兆円と 44 兆円になると見込まれ

た。シナリオ3の強制的な食品の改質では、

CVD と CKD に罹患する人数がそれぞれ 1250

万人と 3860 万人、また医療費と介護費がそ

れぞれ 35 兆円と 43 兆円になると見込まれ

た。シナリオ 4 の減塩食品の利用者割合の

増加では、CVD および CKD に罹患する人数が

それぞれ 1650 万人、4900 万人、また医療費

と介護費がそれぞれ 45 兆円と 55.8 兆円に

なると見込まれた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、企業における減塩食品への

改質と減塩食品の利用者の割合の変化によ

る減塩の介入をもとに、高血圧、CVD、CKD の

有病者数の変化から医療費・介護費の変化

までをSDのシミュレーションモデルにより

シナリオ別に評価した。我が国において、こ

のような包括的な医療経済学的評価を行っ

た初めての研究である。 

 シナリオ別の検討では、企業における減

塩食品への改質に基づくシナリオ 2 とシナ

リオ 3 が、減塩食品の利用者割合の増加に

基づくシナリオ 4 より、高血圧・CKD・CVD の

有病者数の減少および医療費・介護費の減

少の効果が大きいことが示唆されたが、シ

ナリオ 4 においてもモデル内のフィードバ

ックにより減塩食品の改質は少なからず促

進されている。今回は企業における減塩食

品への改質と減塩食品の利用者の割合の両

者に直接介入するシナリオを検討しなかっ

たが、今後の課題として介入の費用も考慮

しつつ、最も費用対効果が高くなる総合的

な介入のシナリオを検討する必要がある。 

 今回のモデルは、高血圧、CVD、CKD の有

病者数や医療費、介護費までを含めた包括

的なものであるが、今後医療経済学的評価

を充実させるために障害調整生存年

（disability-adjusted life year: DALY）

をモデルに追加することが課題である。ま

た、医療費・介護費の変化に人口の減少や高

齢化を考慮するため[12]、年齢階級別の人

口の変化をモデルに組み込むことも課題の

一つである。さらに、食品群別の減塩可能量

を考慮する場合は、本 SD モデルに詳細な情

報を組み込むより、PRISM[3]でエクセルフ

ァイル（PRISM_Online_Lever_Setting_ 

Workbook_2019.xlsx）を用いているように、

別途予備的な計算を行い、その結果をモデ

ルに反映させる方法も可能である。 

 本研究で作成したモデルは、今後改良を

行った上で研究者や各自治体の関係者が利

用可能なようにウェブサイトで公開するこ

とを目標としている。本報告書で示した結

果は、あくまで現状のモデルでの推定値で

あり、2040 年までの高血圧・CVD・CKD の有

病者数や医療費や介護費を予測するもので

はない。あくまでシナリオ別の特徴を見る

ために行った研究成果として理解されたい。 

 

Ｅ．結論 

全国を対象とするシミュレーションモデ

ルを用いて、企業における減塩食品への改

質と減塩食品の利用者の割合の変化による

減塩の介入について包括的な医療経済学的

評価を行った。高血圧、CVD、CKD の有病者

数の変化から医療費・介護費の変化までを

SD のシミュレーションモデルによりシナリ

オ別に評価した。特に強制的な食品の改質

といった戦略を実行することにより食塩摂

取量を減少させることは、大きな公衆衛生

学的効果および医療経済学的効果を生む可

能性が示された。今後本モデルの改良を行

った上で、研究者や各自治体の関係者が利

用可能なようにウェブサイトで公開するこ

とを目標としている。 
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図 1 減塩介入に関するモデル全体の概要図 

 

 

 

図 2 食塩摂取量モデル  
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図 3 慢性疾患モデル 
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図 4 医療費・介護費モデル 
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図 5 減塩介入モデル 
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図 6 主な変数のシナリオ別シミュレーション結果 

  




